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１．鉄鋼連盟VOC排出抑制に関する自主行動計画策定の経緯 

平成16年2月に中央環境審議会から意見具申された「揮発性有機化合物（VOC）の排出抑制のあ

り方について」では、浮遊粒子状物質による人の健康への影響が懸念され、光化学ｵｷｼﾀﾞﾝﾄによる

健康被害が数多く届出されていることに鑑み、浮遊粒子状物質および光化学ｵｷｼﾀﾞﾝﾄの生成の原因

となる揮発性有機化合物（以下「VOC」）のうち固定発生源に起因するものについて包括的に排出抑

制を図っていくことが必要であり、かつ喫緊の課題であるとされるとともに、VOCの排出抑制に当

たっては、有害大気汚染物質の自主管理の結果を最大限に尊重し、自主的取組を促進することを第

一とするという基本的な立場にたち、法規制は基本的ｼﾋﾞﾙﾐﾆﾏﾑとなるように抑制的に適用すること

が適当とされた。 

これを踏まえ、国は、同年5月に大気汚染防止法を改正し、VOCについて、法規制と自主的取組

の適切な組合せ（ﾍﾞｽﾄﾐｯｸｽ）により効果的に排出及び飛散の抑制を図ることとし、排出抑制目標と

時期については、平成22年度を目途として平成12年度の排出量から3割程度削減することとした。 

一方、経済産業省では、産業界における自主的取組を支援すべく「事業者等による揮発性有機化

合物の自主的取組促進のための指針」（平成17年7月）を策定するとともに、所管の業界団体に対

し、同指針に基づく業界ごとの自主行動計画の策定等の依頼を行ったことから、当連盟では、これ

に応じ、鉄鋼連盟としてVOC排出抑制に関する自主行動計画（以下、自主行動計画）を策定した。 

 

２．自主行動計画の対象VOC物質 

自主行動計画では、化学物質排出把握管理促進法施行令の別表第一に定める第一種指定化学物質

のうち、鉄鋼業に関連するVOC物質として50物質（PRTR法対象VOC物質）を対象とするとともに、

同法対象外の物質についても排出量をもとに経済産業省が選定したVOC物質のうち15物質（PRTR

法対象外VOC物質）を対象とした（対象VOC物質は下表のとおり）。なお、PRTR法対象外VOC物質

のうち燃料成分として使用されている場合については、排出量が少ないため対象外とした。 

＜PRTR法対象VOC物質＞ 

No. 
政令

番号 
CAS № 物質名 No. 

政令

番号 
CAS № 物質名 

1 15 83-32-9 ｱｾﾅﾌﾃﾝ 11 86 1319-77-3 ｸﾚｿﾞｰﾙ 

2 20 141-43-5 2-ｱﾐﾉｴﾀﾉｰﾙ 12 127 67-66-3 ｸﾛﾛﾎﾙﾑ 

3 32 120-12-7 ｱﾝﾄﾗｾﾝ 13 133 111-15-9 酢酸2-ｴﾄｷｼｴﾁﾙ 

4 37 80-05-7 ﾋﾞｽﾌｪﾉｰﾙA 14 134 108-05-4 酢酸ﾋﾞﾆﾙ 

5 53 100-41-4 ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ 15 135 110-49-6 
酢酸2-ﾒﾄｷｼｴﾁﾙ(別名ｴﾁﾚﾝ

ｸﾞﾘｺｰﾙﾓﾉﾒﾁﾙｴｰﾃﾙｱｾﾃｰﾄ) 

6 57 110-80-5 ｴﾁﾚﾝｸﾞﾘｺｰﾙﾓﾉｴﾁﾙｴｰﾃﾙ 16 154 108-91-8 ｼｸﾛﾍｷｼﾙｱﾐﾝ 

7 58 109-86-4 ｴﾁﾚﾝｸﾞﾘｺｰﾙﾓﾉﾒﾁﾙｴｰﾃﾙ 17 157 107-06-2 1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 

8 60 60-00-4 ｴﾁﾚﾝｼﾞｱﾐﾝ四酢酸 18 186 75-09-2 ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 

9 80 1330-20-7 ｷｼﾚﾝ 19 188 101-83-7 N,N-ｼﾞｼｸﾛﾍｷｼﾙｱﾐﾝ 

10 83 98-82-8 ｸﾒﾝ 20 213 127-19-5 N,N-ｼﾞﾒﾁﾙｱｾﾄｱﾐﾄﾞ 



2 

No. 
政令

番号 
CAS № 物質名 No. 

政令

番号 
CAS № 物質名 

21 240 100-42-5 ｽﾁﾚﾝ 36 354 84-74-2 ﾌﾀﾙ酸ｼﾞ-n-ﾌﾞﾁﾙ 

22 258 100-97-0 

1,3,5,7-ﾃﾄﾗｱｻﾞﾄﾘｼｸﾛ

[3.3.1.13.7]ﾃﾞｶﾝ(別名ﾍ

ｷｻﾒﾁﾚﾝﾃﾄﾗﾐﾝ) 

37 355 117-81-7 ﾌﾀﾙ酸ﾋﾞｽ(2-ｴﾁﾙﾍｷｼﾙ) 

23 262 127-18-4 ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 38 384 106-94-5 1-ﾌﾞﾛﾓﾌﾟﾛﾊﾟﾝ 

24 277 121-44-8 ﾄﾘｴﾁﾙｱﾐﾝ 39 392 110-54-3 n-ﾍｷｻﾝ 

25 279 71-55-6 1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 40 400 71-43-2 ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 

26 280 79-00-5 1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 41 407 － 

ﾎﾟﾘ(ｵｷｼｴﾁﾚﾝ)=ｱﾙｷﾙｴｰﾃﾙ

(ｱﾙｷﾙ基の炭素数が12か

ら15までのもの及びその

混合物に限る｡) 

27 281 79-01-6 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 42 408 9036-19-5 
ﾎﾟﾘ(ｵｷｼｴﾁﾚﾝ)=ｵｸﾁﾙﾌｪﾆﾙｴ

ｰﾃﾙ 

28 292 102-82-9 ﾄﾘﾌﾞﾁﾙｱﾐﾝ 43 410 9016-45-9 
ﾎﾟﾘ(ｵｷｼｴﾁﾚﾝ)=ﾉﾆﾙﾌｪﾆﾙｴｰ

ﾃﾙ 

29 296 95-63-6 1,2,4-ﾄﾘﾒﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ 44 411 50-00-0 ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ 

30 297 108-67-8 1,3,5-ﾄﾘﾒﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ 45 413 85-44-9 無水ﾌﾀﾙ酸 

31 300 108-88-3 ﾄﾙｴﾝ 46 415 79-41-4 ﾒﾀｸﾘﾙ酸 

32 302 91-20-3 ﾅﾌﾀﾚﾝ 47 416 688-84-6 ﾒﾀｸﾘﾙ酸2-ｴﾁﾙﾍｷｼﾙ 

33 340 92-52-4 ﾋﾞﾌｪﾆﾙ 48 420 80-62-6 ﾒﾀｸﾘﾙ酸ﾒﾁﾙ 

34 342 110-86-1 ﾋﾟﾘｼﾞﾝ 49 438 1321-94-4 ﾒﾁﾙﾅﾌﾀﾚﾝ 

35 349 108-95-2 ﾌｪﾉｰﾙ 50 448 101-68-8 
ﾒﾁﾚﾝﾋﾞｽ(4,1-ﾌｪﾆﾚﾝ)=ｼﾞｲ

ｿｼｱﾈｰﾄ(別名 MDI) 

 

＜PRTR法対象外VOC物質＞ 

No. CAS № 物質名 No. CAS № 物質名 

1 141-78-6 酢酸ｴﾁﾙ 9 67-64-1 ｱｾﾄﾝ 

2 124-18-5 ﾃﾞｶﾝ 10 108-10-1 ﾒﾁﾙｲｿﾌﾞﾁﾙｹﾄﾝ 

3 67-56-1 ﾒﾀﾉｰﾙ 
11 

111-76－2 
ﾌﾞﾁﾙｾﾛｿﾙﾌﾞ(別名:ｴﾁﾚﾝｸﾞﾘｺ

ｰﾙﾓﾉ-ﾉﾙﾏﾙ-ﾌﾞﾁﾙｴｰﾃﾙ) 

4 78-93-3 ﾒﾁﾙｴﾁﾙｹﾄﾝ 12 71-36-3 n-ﾌﾞﾀﾉｰﾙ 

5 106-97-8 ｎ-ﾌﾞﾀﾝ 13 109-66-0 n-ﾍﾟﾝﾀﾝ 

6 75-28-5 ｲｿﾌﾞﾀﾝ 14 590-18-1 Cis-2-ﾌﾞﾃﾝ 

7 67-63-0 ｲｿﾌﾟﾛﾋﾟﾙｱﾙｺｰﾙ 15 78-83-1 ｲｿﾌﾞﾀﾉｰﾙ 

8 

105-46-4 

110-19-0 

123-86-4 

540-88-5 

酢酸ﾌﾞﾁﾙ  
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３．自主行動計画の対象事業者 

鉄鋼連盟会員であって製造業を営む事業者（団体会員である普通鋼電炉工業会会員を含む）を対

象とした。 

 

４．自主行動計画の対象施設および工程 

鉄鋼業では主に塗装、洗浄施設において VOC を使用しており、対象は、法規制対象範囲を含み、

対象VOC物質を排出するすべての施設および工程とした。法規制および自主的取組の対象範囲と当

連盟の対象事業者における法規制対象施設数は以下のとおり。なお、鉄鋼業における法規制対象の

主な施設である塗装、洗浄施設の概要については巻末の参考資料に掲載した。 

（参 考） 

政令 

番号 
施設・工程 

規模要件 鉄連法規制対

象施設数(2011

年10月現在) 
送風および排風能力等 

1 化学製品製造用乾燥施設（VOC蒸発用のみ） 3,000ｍ3/H未満 3,000ｍ3/H以上 0 

2 塗装施設（吹付塗装のみ） 100,000ｍ3/H未満 100,000ｍ3/H以上 3 

3 塗装用乾燥施設（除く吹付塗装、電着塗装） 10,000ｍ3/H未満 10,000ｍ3/H以上 66 

4 
印刷回路用銅張積層板、粘着ﾃｰﾌﾟ等の製造に

係る乾燥施設 
5,000ｍ3/H未満 5,000ｍ3/H以上 0 

5 接着用乾燥施設（除く前項、木材等製造） 15,000ｍ3/H未満 15,000ｍ3/H以上 1 

6 印刷用乾燥施設（ｵﾌｾｯﾄ輪転印刷のみ） 7,000ｍ3/H未満 7,000ｍ3/H以上 1 

7 印刷用乾燥施設（ｸﾞﾗﾋﾞｱ印刷のみ） 27,000ｍ3/H未満 27,000ｍ3/H以上 0 

8 工業用洗浄施設 液面面積5ｍ2未満 液面面積5ｍ2以上 8 

9 貯蔵タンク（除く密閉式、浮屋根式） 容量1,000kl未満 容量1,000kl以上 0 

－ 上記以外のVOC排出施設・工程 規定なし  

※法規制対象範囲（大気汚染防止法施行令別表第一の二）： 

※自主的取組対象範囲： 

 

５．自主行動計画におけるVOC排出抑制の目標 

国におけるVOC排出抑制の目標と時期を踏まえ、自主行動計画では、平成12年度を基準年度と

し、平成20年度（中間目標年度）に24％、平成22年度（最終目標年度）に30％の削減を目標と

した。目標とした排出量は下表のとおり。 

単位：ﾄﾝ 

地 区 区 分 
12年度 

（基準年度） 

20年度 

（中間目標年度） 

22年度 

（最終目標年度） 

全  国 
排出量 6,992 5,314 4,894 

削減率（％）  24％ 30％ 
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６．自主行動計画におけるVOCの排出の状況等 

自主行動計画に基づくVOCの排出の状況は下表のとおりであり、VOC排出状況の把握については、

当連盟が実施している PRTR 届出実績調査の仕組みを活用し集計を行った。なお、当連盟では、全

国の鉄鋼業からの VOC の排出削減を目途とし全国ﾍﾞｰｽの集計を行ったが、国では、自動車 NOx･PM

法の対策地域における排出削減も図っていることから、参考までに同法の対策地域別の排出状況に

ついても掲載する。 

単位：ﾄﾝ 

項 目      年 度 
12年度 

(基準年度) 
17年度 18年度 19年度 

全国 
取扱量 271,333 242,018  244,356  392,961  

排出量 6,992 4,518  4,537  4,355  

排出量の削減率(％)※1 
 

35.4 35.1 37.7 

排出量の目標達成率(％)※2 
 

117.9 117.0 125.7 

 

項 目      年 度 
20年度 

21年度 
22年度 

実績値 中間目標値 実績値 最終目標値 

全国 
取扱量 389,520  － 367,277  512,367  － 

排出量 3,991 5,314 3,119  3,022  4,894 

排出量の削減率(％)※1 42.9 24 55.4 56.8 30 

排出量の目標達成率(％)※2 143.1 76 184.6 189.3 100 

注）取扱量が大幅に増加した理由 18年度から19年度：化学会社を統合した事業所があったため 

21年度から22年度：PRTR法改正に伴い鉄連の調査対象物質を追加したため 

 

 

 

〔参考：地域別排出量〕 

単位：ﾄﾝ 

項 目    年 度 12年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 

関東地域 
取扱量 5,168 4,704 4,672 143,520 143,483  126,664  184,243 

排出量 1,468 1,305 1,272 1,298 1,255  859  669 

関西地域 
取扱量 41,040 5,252  5,520  4,229  2,607  2,416  2,815 

排出量 1,090 793  816  846  832  706  786 

中部地域 
取扱量 40,917 23,787 29,295 30,564 28,886  28,025  33,920 

排出量 632 491 552 404 369  306  284 

※自動車NOx･PM法における対策地域 関東地域（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）、関西地域（大阪府、
兵庫県）、中部地域（愛知県、三重県） 
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〔参考：排出削減量の法規制対象施設と自主的取組の内訳〕 

単位：ﾄﾝ 

 排出削減量 割合 

排出削減量(12年度排出

量－22年度排出量) 
3,967 － 

法規制対象施設分 397 約10％ 

自主的取組分 3,571 約90％ 

 

７．鉄鋼業における主なVOC排出抑制対策について 

鉄鋼業における主なVOC排出抑制対策としては、設備の導入・更新などのﾊｰﾄﾞ面での対策とVOCの

代替物質化が行われた製品を使用するなどのｿﾌﾄ面での対策がある。 

ﾊｰﾄﾞ面での対策としては、燃焼、吸着により排ｶﾞｽ中から VOC を除去する設備（蓄熱燃焼式排ｶﾞｽ

処理設備、脱臭炉、触媒によるVOC除去設備など）やVOCを回収、再利用する設備（活性炭吸着装置

を備えた排ｶﾞｽ回収設備など）の導入事例、ｿﾌﾄ面での対策としては、非VOC化された溶剤、洗浄剤等

の使用や塗装方式の変更（粉体静電塗装化）などの導入事例がある。これらの情報は会員会社より当

連盟に報告され、鉄鋼連盟環境交流会において情報共有を図るとともに各社の事例紹介を行った。 

 

８．23年度以降のVOC排出抑制に関する国および鉄鋼業の取組みについて 

８-１ 今後の国の取組みについて 

環境省の推計によれば平成22年度（最終目標年度）のVOC総排出量は、国が目標とした平成12年

度比で30％程度削減を上回る約44％の削減が達成されたが、光化学ｵｷｼﾀﾞﾝﾄ注意報発令回数は、多

少低減傾向は見られるが、当初、VOC排出量を30%程度削減した場合に見込んでいた「光化学ｵｷｼﾀﾞ

ﾝﾄ注意報発令ﾚﾍﾞﾙを超えない測定局数の割合は約9割まで上昇」とは相当のかい離があるとともに、

光化学ｵｷｼﾀﾞﾝﾄの環境基準達成率が極めて低い水準にある。このことから、国では、平成23年度以

降は、VOC排出抑制について現在のVOC排出抑制制度は継続するものの、事業者の負担軽減に留意し

つつ新たな削減目標の設定は行わず、VOC総排出量を継続して把握するとともに、光化学ｵｷｼﾀﾞﾝﾄ

の現象解明を十分進めた上で必要な対策等を検討することとした。 

なお、経済産業省では、国の23年度以降のVOC排出抑制に関する方針を踏まえ、23年度以降も

所管の業界団体等の自主的取組の支援ならびにVOC排出量等のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟを継続することとした。 

 

８-２ 今後の鉄鋼連盟の取組みについて 

鉄鋼連盟では、自主行動計画に基づき、会員各社におけるVOC排出抑制を促進した結果、平成22

年度（最終目標年度）の排出量の実績は、目標とした平成12年度比で30％削減を上回る約57％の

削減を達成した。 

当連盟では、自主行動計画における目標の達成ならびに国の取組みを踏まえ、新たな削減目標の

設定や自主行動計画の策定は行わず、引続き当連盟が実施しているPRTR届出実績調査の仕組みを活
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用し、会員各社における VOC 排出状況等を把握し、経済産業省に報告を行うとともに、今後の国の

VOC排出抑制に関する検討の動向を注視することとする。 

なお、当連盟における今後のVOC排出抑制に関する取組みについては、環境保全委員会が所管する

こととする。 
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参考１ 鉄鋼業における塗装、洗浄施設の概要 

 

1．洗浄施設 

○施設の概要圧延後の鋼板等に付着している圧延油を有機溶剤等により洗浄除去するための施設。

【吹付け式洗浄施設の例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．塗装施設 

○施設の概要 

建設、輸送機器、電気・機械機器用途等の鋼材を塗装する施設。 

【亜鉛めっき鋼板の塗装施設の例】 
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参考２ 会員各社より報告のあったVOC排出抑制対策等 


